
単位：円  

    科     目      科     目
  
 (資 産 の 部）    (負 債 の 部）

流 動 資 産 863,657,284 流 動 負 債 156,014,375

現 金 0 79,442,922

預 金 506,694,362 0

受 取 手 形 0 0

売 掛 金 56,685,545 0

商 品 3,567,134 9,409,334

未成工事・貯蔵品 9,484,397 35,000

原 材 料 0 5,361,900

短 期 貸 付 金 255,990,208 31,496,979

未 収 金 17,786,632 11,950,000

前 渡 金 500,000 1,585,000

仮 払 金 11,580,433 8,958

立 替 金 9,102,700 0

前 払 費 用 6,339,377 15,600,000

1,124,282

貸 倒 引 当 金 △ 14,073,504 0

固 定 資 産 170,299,522 固 定 負 債 118,194,908

(有形固定資産） 122,501,047 0

建物及び付帯設備 69,823,116 0

構 築 物 0 97,017,131

機 械 装 置 0 0

車 両 運 搬 具 694,909 15,639,777

器 具 備 品 4,941,383 0

土 地 47,041,639 0

リ ー ス 資 産 0 5,538,000

建 設 仮 勘 定 0 274,209,283

(無形固定資産） 4,781,416  (純 資 産 の 部）

の れ ん 0 株主資本

ソ フ ト ウ ェ ア 4,781,416 資本金 10,000,000

電 話 加 入 権 0 資本剰余金 0

無 形 リ ー ス 資 産 0 資本準備金 0

その他無形固定資産 0 その他資本剰余金 0

(投資その他の資産） 43,017,059 利益剰余金 746,542,350

投 資 有 価 証 券 15,281,818 利益準備金 2,500,000

関 係 会 社 株 式 0 その他利益剰余金 744,042,350

出 資 金 130,000 退職積立金 0

関 係 会 社 出 資 金 0 特別償却準備金 0

長 期 貸 付 金 8,021,067 別途積立金 0

差 入 保 証 金 9,045,930 繰越利益剰余金 744,042,350

保 険 積 立 金 0 （うち当期純利益） (32,784,018)

長 期 前 払 費 用 715,036 756,542,350

破 産 更 生 債 権 0 評価・換算差額等 3,205,173

繰 延 税 金 資 産 17,836,085 3,205,173

貸 倒 引 当 金 △ 8,301,067

そ の 他 288,190 759,747,523

資 産 合 計 1,033,956,806 1,033,956,806

株主資本合計

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

役 員 退 職 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

未 払 金

資 産 除 去 債 務

負 債 合 計

その他有価証券評価差額金

預 り 保 証 金

前 受 金

仮 受 金

前 受 収 益

役 員 賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金

諸 預 り 金

そ の 他

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 費 用
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金 額 金 額

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

１年以内返済予定長期借入金



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

(ロ)時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法を採用しております。

(3)固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産

②無形固定資産

　定額法を採用しております。

(4)引当金の計上基準

①貸倒引当金

②賞与引当金

③退職給付引当金

④役員退職慰労引当金

　なお、のれんについては、その支出の効果の及ぶ期間（5年）に基づく
定額法を採用し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

　従業員に対して支給する賞与に充てるため設定しており、会社規程に
基づく支払所要額をもって計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務
の算定は簡便法によっております。

　なし

個別注記表

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。

　定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した
建物（附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物付属
設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、耐用年
数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。



(5)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

①リース取引

②消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　発行済株式の総数 普通株式 株

３．その他の注記

  有形固定資産の減価償却累計額 円

４．重要な後発事象

　該当事項はありません。

５．役員等関連当事者との取引

　該当事項はありません。

200

30,129,464

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。また、リース資産の減価償却の方法について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。なお、リース取引開始日が当事業年度開始前のリース取引に
ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。


